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令和５年度事業報告 

Ⅰ 概 況 

１ 経済概況等 

令和５年度のわが国経済は、それまで控えていた物品購入やサービスの利

用を消費者が景気回復期に入って一気に需要を満たそうとする行動やその

行動によってもたらされる結果を表す「ペントアップ需要の顕在化」によっ

て、ようやく終息した新型コロナ感染症から徐々にそれ以前の状態に戻ろう

とした年であった。 

 

政府・日銀はデフレからの脱却を達成するため、ゼロ金利、マイナス金利

政策を継続したが、欧米諸国が高金利政策を実行する中、為替レートは歴史

的な展開となり、一時１ドル＝１５１円台後半と対ドルで約３３年ぶりの円

安水準に肉薄した。これにより、輸出企業については、価格競争力が高まっ

たものの、海外へのエネルギーや食糧などを依存するわが国の輸入額は増加

し貿易収支は大幅な赤字を計上することとなり、原油・ＬＮＧ価格は上昇す

るとともに、小麦などの食料品価格も上昇し、国内での消費拡大もこれらの

影響を受け、今一つ力強さに欠けたものとなった。 

 

一方で令和４年２月に発生したロシアのウクライナ侵略は、２年目を迎え、

ウクライナ側の反転攻勢が途中あったりしたものの膠着状態となり、これに

加えて令和５年１０月には中東ガザ地区を支配していたハマスがイスラエ

ルを攻撃したことを皮切りにパレスチナ・イスラエル戦争が勃発した。この

ため世界の供給制約は、食料品やエネルギーなどの高騰が解消することはな

く、世界的な景気後退の観測も強まった。 

 

中国では、習近平氏が書記長、第三期に入るに当たって台湾統一を公約に

掲げ、対外強硬路線を継続し、台湾海峡の緊張が高まることとなった。わが

国においても、台湾有事を想定した議論が本格的に始まることとなった。ま

た、中国では不動産投資が一時加熱し、不良債権問題が顕在化した。これに

よりこれまで世界経済を牽引してきた中国経済の景気が減速することにな

った。 

 

また、新型コロナ禍による影響で、自動車産業をはじめとした我が国産業

の部品供給網に多大なる影響があり、海外における部品生産が滞ったことに
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より半導体などの品薄状態が発生し、生産抑制の状況が発生した。このため、

日本国内での新車引き渡しが遅延する事態となるなどしたが、その後この状

態は徐々に改善に向かった。 

 

また、令和５年１０月末から令和６年にかけてカーメーカーによる認証不

正問題や下請法違反が発覚し、数か月生産中止を余儀なくされるなど、自動

車生産に影響を及ぼした。 

 

令和６年１月には、元日に発生した能登半島地震により、２００人を超え

る方達がお亡くなりになり、建物の崩壊が発生し、再び日本経済の回復力に

大きな影響をもたらした。 

 

このような結果、令和５年度のわが国の実質 GDP 成長率は前年比１．９％

増に止まった。また令和５年の日本の名目 GDP はこれまでアメリカ、中国

に次いで３位であったが、為替レートでの換算の影響もあり、ドイツに追い

越され、世界第４位に後退することになった。 

 

これまでの新型コロナ蔓延により、わが国労働市場にも変化をもたらした。

新型コロナ禍からはほぼ脱却したものの、この間に労働者人口は特に運輸業

やサービス業で人手不足感が高まった。この傾向と呼応するように、わが国

の労働者賃金がこの１０年ほど欧米と比較するとほとんど上がっていない

ことにスポットが当たり、令和６年春闘は大幅な賃金アップを官民挙げて目

指すことになった。このような影響もあり、中途採用など転職サイトが各メ

ディアで目立つようになった。 

 

次に、自動車関係について令和５年度の新車販売台数をみると、年度累計

で約４５２万台であり、前年度比３．３％増となった。また、１２月末時点

の乗用車保有台数は約６２３２万台で前年比０．０１％微増した。 

 

  令和２年１０月の菅総理による「２０５０年カーボンニュートラル」宣言

後、令和３年４月には気候変動サミットにおいて「２０３０年のＣＯ２削減

目標を２０１３年比４６％減」と表明する等、カーボンニュートラルに向け

た動きが加速してきた。また、SDGs（持続可能な開発目標）への取り組み

も、今後企業を永続的に存続・発展させていくために、極めて重要な指標と

なっている。 
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更に、自動車整備業界においては、自動車におけるＣＡＳＥ（コネクテッ

ド、自動運転、シェアリング、電動化）を中心とした次世代技術の急速な進

展を背景として、これらの電子制御技術に対応した「特定整備制度」がスタ

ートしており、この新たな制度に対応するための人材育成や整備スペースの

確保、さらには人材の高齢化にも対応することが求められている。 

 

このような大きな環境変化のなか、自動車の整備機器メーカーの集まりで

ある我が工業会においては、自動車の安心・安全の追及を重要課題とし、会

員企業における意見交換や各種情報の提供を積極的に行っていくことが必

要であると考えている。 

 

例えば、現下の厳しい環境変化に対応するため「カーボンニュートラル」、

「SDGs」や「現場リーダー層育成」、「生産性向上に必要な現場改善」等に

関するセミナーの開催、整備機器分野でのビジネスチャンスの拡大や新商品

開発につながっていくような特許技術などの情報提供活動を積極的に実施

してきた。 

 

また、当工業会では令和５年１０月に４年ぶりに海外視察を実施し、これ

まで実績のなかった台湾を訪問し、台中で開催された「台湾国際五金工具博

覧会」視察など１５名からなる視察団を派遣し、情報収集に努めた。 

 

今後、自動車産業をめぐる環境が大きく変化し、自動車の構造や所有形態

の変化が想定されるが、移動手段としての車の必要性や重要性には変わりが

ないものと考える。そして、車そのものが存在するならば、その安心・安全

を確保するために必要となる点検、整備機器の役割は今以上に増大するもの

と考える。 

 

当工業会会員各社においては、これら整備業界の課題に対応すべく、クル

マの安心・安全と環境を支えるサービスツールメーカーとしてユーザーニー

ズを積極的に把握し、次世代の整備を見据えた新商品開発や安全の質的向上

を図っていくことが必要である。 

 

工業会においては、以上の状況を踏まえ、今後とも会員各社のお役に立て

るよう引き続き積極的に情報発信を行っていきたい。 
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２ 会員の増強 

令和５年度は、新規入退会はなく、前年度に引き続き正会員４４社、賛助

会員１１社 計５５社体制での運営となった。 

 

Ⅱ 事業活動の概要 

１ 主要会議等の開催状況 

令和５年度においては、通常総会及び理事会を以下のとおり開催した。 

（1) 通常総会（「参考資料１」参照） 

    通常総会は、令和５年５月３０日（火）、機械振興会館において開催さ

れ、以下の決議事項について審議、決定した。 

第１号議案 令和４年度事業報告（案）及び収支決算（案）の承認に 

ついて 

第２号議案 令和５年度事業計画（案）及び収支予算（案）の承認に 

ついて 

第３号議案 一部役員辞任に伴う選任候補者案の承認について 

第４号議案 その他 

  

（2）理事会（「参考資料２」参照） 

令和５年度においては、以下の理事会を開催し、各事項について審議、

報告をおこなった。 

① 第１回理事会 令和５年４月２６日（水） 機械振興会館 

第１号議案 令和４年度事業報告（案）及び収支決算（案）の承認

について 

第２号議案 令和５年度事業計画（案）及び収支予算（案）の承認

について 

第３号議案 一部役員辞任に伴う選任候補案の承認について 

第４号議案 令和５年度通常総会について 

永年勤続優良従業員表彰について（案） 

オートサービスショー2023 出展者一覧等について 

令和６年二団体新年賀詞交歓会について（案） 

その他 

 

②  第２回理事会 令和５年７月２６日（水） 霞会館（西麻布） 

   第１号議案 令和５年度事業実施計画について 

   第２号議案 その他 
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第３回理事会 令和５年１２月１５日（金） 機械振興会館 

      第１号議案 令和５年度上期決算報告について 

     第２号議案 各種報告について 

           ▼台湾海外視察団 

           ▼トラスコ中山ＤＸ倉庫見学会 

           ▼シール・袋 販売価格改定 

     第３号議案 その他 

  

(3)  監事監査 

  ① 令和４年度の決算をとりまとめ、令和５年４月１９日（水）に 

監事監査をおこなった。 

 

② 令和５年度上期（４～９月）の中間決算を取りまとめ、令和５年 

１２月７日（木）に監事監査をおこなった。 

 

２ オートサービスショーへの出展とジャパンモビリティショーへの参画 

（「参考資料３」参照） 

（1）第３７回オートサービスショー 

令和５年６月１５日（木）から１７日（土）までの３日間の日程で東

京ビッグサイトにて開催された第３７回オートサービスショーに、当工

業会から事務局も含めて２４社が出展した。（出展社数１０１社・団体、

来場者数３５，７７０人で前回比９６％） 

工業会の小間では工業会活動の紹介のほか、当ショーに未出展の会員

企業の紹介や、ＯＢＤ車検にも対応したスキャンツール等の会員製品を

一同に展示するとともに、トルクレンチの正しい使用方法や校正の啓蒙

活動の一環としたパネル展示などをおこなった。 

   また、工業会の商標である「JAMTA」マークと工業会会員である旨を

記載したパネルを作成し、出展会員の小間に掲示の依頼をおこなうなど工

業会と「JAMTA」マークの認知度の一層の向上に努めた。 

 

（2）第１回ジャパンモビリティショー 

令和５年１０月２８日（土）から１１月５日（日）までの日程で東京ビ

ッグサイトにて開催された第１回ジャパンモビリティショーに共催団体

の一員として参画した。今回より「東京モーターショー」から名称が変更

となり、一大総合モビリティイベントとしてリニューアルされた。 
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来場者数は１，１１２，０００人で、工業会の会員企業から９社（関連

会社２社含む）が出展し、部品・機械器具・自動車関連サービスの展示に

おいて多くの新しい技術やサービスが披露された。 

 

３ 講演会、セミナー等の開催状況 

   会員企業の経営、技術等に関する知識の習得、情報の収集・提供の機会と

なり得るよう、次のとおり講演会・見学会を開催し、意見交換をおこなった。 

 

① 「ASEAN の経済状況と産業協力について」講演会（国際委員会主催） 

台湾への海外視察団派遣を前に、ASEAN 地域の近況を理解するため、 

第２回理事会の前に開催した。（「参考資料４」参照） 

（令和５年７月２６日、霞会館（西麻布） 

政策研究大学院大学・篠田邦彦教授 １４名参加） 

       

② 「トラスコ中山ＤＸ化倉庫」見学会（技術委員会主催） 

「ＤＸグランプリ 2020」を受賞したトラスコ中山株式会社の倉庫・

プラネット埼玉（埼玉県幸手市）を見学した。（「参考資料５」参照）

（令和５年１１月２日、３６名参加） 

 

③ 「太陽光発電の活用について」セミナー（総務・技術委員会共催） 

太陽光発電を導入した会員企業２社を講師に招き、第３回理事会の

前にセミナーを開催。実際の申請や運用、費用対効果などのリアルな

情報を提供した。（「参考資料６」参照） 

 講師 1：三栄工業株式会社・ラディックス株式会社 

 講師 2：マサダ製作所株式会社 

（令和５年１２月２６日、機械振興会館、１７名参加） 

 

 ４ カーボンニュートラルへ向けての対応強化 

（1）カーボンニュートラルに関する実態調査（「参考資料７」参照） 

 カーボンニュートラルに向けた動きが加速していることを踏まえ、会

員各位におけるカーボンニュートラルに対する取り組み状況把握のた

めの実態調査をおこなった。（回答企業数：１４社、回答率２５．４％） 

（調査結果概要） 

○ カーボンニュートラル（CN）への課題意識については、「経営層

で、自社の課題として意識している」という回答が５０％で前回

の４０％より増加しているが、「経営層から従業員まで、自社の
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課題として意識している」という回答が今回は４３％で、前回の

４０％からやや増加した。 

○ 体制の整備状況は「専門ではないが、担当部署を設置している」

と「対応体制は整備されていない」がともに２９％で、前回の３

０％とほぼ横ばい。 

○ CN 実現のための具体的な取り組み状況について、「CN 対策を

社内決定し、具体的な取組みに着手している」が７９％で、前回

の３０％から大きく前進した。また、「特に何もしていない」と

いう回答はゼロだった。 

○ 具体的な取組みでの最多票は「空調、照明等の制御機能や窓等の

遮断設備付加等、生産工程の機能付加による省エネ」（６４％）

で、次点では「再生可能エネルギーの導入」（５７％）が挙がっ

た。 

○ CN 対策実施上の問題点は、「資金がない」（４３％）が最も多い。 

○ 今後実施すべき取組みについては、「空調設備の運転短縮、不要

な照明の消灯等、生産工程の運用改善による省エネ」、「製品の廃

棄時におけるリサイクル性向上への取組み」がそれぞれ最多票

で各５０％だった。 

○ 必要と思う支援策については、「資金援助」が７１％にのぼり、

「国、都道府県等の公的機関による指導・助言」も５７％と多く

なっている。 

○ ｛他社の取組みの情報共有を希望｝｛カーボンフットプリントの

今後の動向について情報共有を要望｝｛カーボンニュートラルお

よびサーキュラーエコノミーに関する国からの政策支援を継続

してお願いしたい｝などのご意見あり。 

 

（2）実態調査を踏まえた情報提供 

 具体的な CO2 排出量を把握していただくための「【簡易版】CO2 排出

量算出表」を前年度に引き続き会員へ配布した。（「参考資料８」参照） 

参考資料は、事務局に報告のあった会員１４社の産出量合計。 

    今回の集計では、排出量合計が２，２９８，３３０t-CO2 で、前回の 

１１，５７６t-CO2（回答１２社）を大きく上回った。 

 

 ５ SDGs へ向けての対応強化 

（1）SDGs の取組に関する実態調査（「参考資料９」参照） 

 今後、企業経営の安定的かつ長期的な成長を図るためには、環境や社



 

8 

会問題への取り組み等が重要であると言われており、SDGs への取り組

みが多くの企業において積極的に実施されている。 

 このため、会員各位における SDGs に対する取組状況把握を行うため

の実態調査をおこなった。回答数は前年度の１０社より４社増加し、 

１４社から回答を得た。（回答企業数：１４社、回答率２５．４％） 

 （調査結果概要） 

○ SDGs についての課題意識は、「一般的には知っているが、自社

の課題として意識していない」が７％で、前回の２０％から改善。 

○ SDGs に関する体制の整備状況は「対応体制は整備されていな

い」が２１％で前回の３０％よりも減少し、多くの企業が何らか

の体制を整備している。 

○ 具体的な取組みの実施状況は、「SDGs の推進を社内決定し、具

体的な行動に着手している」が６４％で、「特になにもしていな

い」という回答はなかった。 

○ 具体的な行動の内容としては、「SDGs の理解を深めるための情

報収集、講演会への出席」が５７％で最多。 

○ SDGs を実施する意義については、最多が「企業の責任として重

要であるため」（５０％）だった。 

○ SDGs を実施したことによる効果は、「採用活動におけるプラス

の効果」（４６％）が最も多かった。 

○ SDGs 実施上の問題点は、「人材がいない」（４３％）と「社内で

の理解度が低い」（４３％）が多かった。 

○ 今後実施すべき取組みについては、「自社ＰＲへの活用」が最多

で５７％、次いで「SDGs の理解を深めるための情報収集、講演

会への出席」が５０％だった。 

○ SDGs を実施することによる期待する効果は「従業員のモチベー

ションアップ」、「採用活動におけるプラスの効果」、「他社との差

別化」、「社外ステークホルダーとの連携強化」が各５０％で上位。 

○ 支援策については、「補助金」（７１％）が最も多かった。 

 

（2）実態調査を踏まえた情報提供 

工業会ホームページに「SDGs・CN・省エネ・DX・採用に関するニュ

ースリンク集【NHK】」というトピックスを打ち立て、関連するニュー

ス記事のリンクを掲載・更新し、情報提供をおこなった。 
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６ 分科会活動状況 

（1）故障診断分科会 

① 自動車整備技術の高度化検討会関係 

国土交通省は、自動車の電子制御化に対応した点検・整備の検討を

行うため、「自動車整備技術の高度化検討会」を設置し、積極的な議論

を行っている。同検討会は本年度中に２回開催された（書面開催１回

含む）。 

当工業会からは故障診断分科会会長・副会長・書記からなる三役の

メンバーが参加し、高度化検討会の重要な事項である「（スキャンツー

ルの）標準仕様のあり方検討ＷＧ（ワーキンググループ）」の議長とし

ても積極的な意見交換、提案をおこなった。同ＷＧは本年度中に７回

開催された。 

 

第２７回自動車整備技術の高度化検討会 

令和６年１２月１２日（火） 書面開催 

第２８回自動車整備技術の高度化検討会 

令和６年３月１２日（火）  会場＆リモート開催 ２名参加 

 

第１回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和５年５月１６日（火）  リモート開催 ３名参加 

第２回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和５年７月２０日（木）  リモート開催 ３名参加 

第３回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和５年８月３１日（木）  リモート開催 ３名参加 

第４回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和５年１０月３日（火）  リモート開催 ３名参加 

第５回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和５年１１月２１日（火） リモート開催 ３名参加 

第６回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和６年１月１６日（火）  リモート開催 ３名参加 

第７回標準仕様のあり方検討ＷＧ 

令和６年２月２６日（月）  リモート開催 ２名参加 

 

② ＯＢＤ検査関係 

令和６年１０月より開始されるＯＢＤ車検に必要となる法定スキャ

ンツールについて、国土交通省ではＯＢＤ検査に関する情報を広く公
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開していくとともに、関係者が互いに連携して習熟を重ね、準備をさ

らに促進していくことを目的として「ＯＢＤ検査準備会合」を設置し

ている。 

この「ＯＢＤ検査準備会合」は令和５年度に５回開催され、当工業

会の故障診断分科会もその開催に合わせて５回開催した。スキャンツ

ール導入に係る補助金の流れの確認や、（一社）日本自動車機械工具協

会と認定機種のアップデート対応に関する問題点等の共有をおこなう

とともに、国土交通省やＯＢＤ車検システムを構築中の独立行政法人

日本自動車技術総合機構とも議論を継続し、各種技術的課題について

分析・提案を実施している。 

分科会では上記検討会や会合での内容の報告や、意見表明のための 

アンケート調査をおこない、新たな運用ルールでの故障診断装置開発

情報提供に関する問題点の検討等、活発な活動をおこなった。 

 

第１回ＯＢＤ検査準備会合 

令和５年９月８日（金）   会場＆リモート開催 ３名参加 

第２回ＯＢＤ検査準備会合 

令和５年１０月２５日（水） 会場＆リモート開催 ３名参加 

第３回ＯＢＤ検査準備会合 

令和５年１２月２２日（金） 会場＆リモート開催 ３名参加 

第４回ＯＢＤ検査準備会合 

令和６年２月６日（火）   会場＆リモート開催 ３名参加 

第５回ＯＢＤ検査準備会合 

令和６年３月１８日（月）  会場＆リモート開催 ３名参加 

 

③ 整備用スキャンツール一覧表の工業会ホームページ掲載 

 改正道路運送車両法による特定整備事業は令和２年４月１日から運

用が開始されたが、この特定整備事業に必要となる「整備用スキャン

ツール」については、国土交通省告示により「技術上の基準」が設け

られている。 

当工業会は、国土交通省からの要請に基づき、上記「技術上の基準」

に適合している整備用スキャンツールを各ツールメーカーから名簿提

出を受け、一覧表を作成のうえ、当工業会のホームページに掲載して

いる。 
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④ カーメーカー１２社外部故障診断装置開発情報の提供 

当工業会では、標準仕様の汎用スキャンツールの開発に必要なカー

メーカーからの情報提供について、各スキャンツールメーカーからの

問い合わせ等に対応していくため、カーメーカー１２社から委託を受

けて外部故障診断装置開発情報提供等の窓口機能を引き続き実施した。 

 

（2）工具分科会、タイヤ整備分科会 

 大型車における車輪脱落事件は、令和４年度実績が１４０件となり、令

和３年度より１７件増加している。 

 このような状況を踏まえ、国土交通省においては、車輪脱落事故防止対

策として「令和５年度緊急対策」を取りまとめ、令和５年１０月～令和６

年２月末の間を「大型車の車輪脱落事故防止キャンペーン」として取り組

んだ。 

 当工業会においても、上記キャンペーンの趣旨に基づき、工具機器分科

会及びタイヤ整備分科会メンバーへ以下のチラシを２万枚、ポスター２０

０枚を配布し安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。 

また、国土交通省主催の「大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・

分析検討会」に専門家として当工業会タイヤ分科会のメンバーが出席し意

見交換をおこなった。 

 

第１回大型車の車輪脱落事故防止対策に係る調査・分析検討会 

令和５年９月２１日（木） リモート開催 ２名参加 

 

７ 各種調査等の実施（「参考資料１０～１２」参照） 

   業界の実態や状況の推移を把握するため、会員を対象に以下の調査を実

施し、結果を取りまとめＨＰ及び業界紙等を通じて公表した。 

（1）生産実績調査（「参考資料１０」参照） 

機種別に生産額を調査するもので、毎年４月に前年度分につき実施。令

和５年度は、前年度と比較し２７億５千万円増の約４８１億６千万円（対

前年度比約１０６．１％増）となっている。 

また機種別の構成比をみると、工具が全体の約４分の１の割合（２６％）

を占め、次いで油圧機器（２０％）、洗浄機（１７％）、試験機器（１３％）、

電気機器（６％）となっている。 
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（2）輸出動向調査（「参考資料１１」参照） 

工業会会員の令和４年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事

業者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象におこ

なった輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成・

公表した（令和５年８月）。 

令和４年度の輸出額は約８９億１７００万円で、前年度と比較して 

５億８２００万円の減額（対前年度比９３.９％）となった。コロナ禍前

の水準をほぼキープしているが、令和元年度の約１１１億円には及んで

いない状況である。 

増加が最も多かった地域は東欧の約１億３６４１万円（前年度比４１

７.７％）、減少が大きかった地域はアジアの４億５８７万円（前年度比

９３％）だった。 

機種別でもっとも増額したのは工具類で約５９億６５４０万円（前年

度比１１０.３％）だった。 

 その他とプラント類を除く機種別割合では、工具類が市場規模の６６.

９％の約５９億円で最大。次いで油圧機器が１０.０％の約８．９億円と、

この２機種で市場規模７６.９％の約６８．５億円を占めている。 

 

（3）企業動向調査（「参考資料１２」参照） 

主要経営指標の現状及び見込みを調査するもので、毎年４月に当該

年度分を実施し、その結果を総会時の資料に添付するなどして公表し

ている。 

令和５年度調査時には、前年度調査に引き続きトピックス項目とし

て「賃金改善の状況」、並びに採用状況が厳しくなってきていることを

受けて「雇用環境」について取りまとめた。 

 

８ 海外情報の収集、取得、提供 

（1）海外視察団の派遣（「参考資料１３」参照） 

   円安が続く為替相場とロシア上空が飛行できない状況を鑑み、視察先を

アジア諸国の中から検討し、半導体事業が好調な台湾の市場動向等を把握

するため、令和５年１０月３日（火）から１０月６日（金）までの日程で、

台湾の台北市・台中市に視察団を派遣し、会員企業より１５名が参加した。 

台北市では、台湾機械工業同業公会（ＴＡＭＩ）を訪問。日台交流協会

副代表の服部氏による台湾の概況についての講演、日米台関係研究所理事

の梅原氏からは台湾とその周辺情勢についての概説、ＴＡＭＩ理事の黄氏

による日本語での講演は台湾の機械産業の現況についての説明を得た。 
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台風１４号が台湾南部を直撃したため、当初の予定を変更し最終日に、

台中市にて開催されていた展示会「台灣國際五金工具博覽會」を視察した。 

こうした結果を、参加団員の協力を得て海外視察レポートとして取りま

とめ、令和６年２月上旬に会員企業に送付・配布した。 

 

（2）輸出実績調査 

工業会会員の令和４年度自動車機械器具の輸出実績を調査し、販売事業

者団体である（一社）日本自動車機械工具協会が同会員を対象におこなった

輸出調査の結果と併せて集計し、業界の統計データとして作成、令和５年８

月に公表した。（再掲） 

 

９ 広報活動の推進・情報提供 

（1）ニュース便覧を通じた情報提供 

自動車関連の「特許出願公開目次（抜粋）」情報や、日刊自動車新聞の当

工業会関係記事を選定し見出しとリンクを掲載した「ニュース便覧」を編集

し、年１０回（１月、８月を除く）当工業会ＨＰ上に公開するとともに、各

会員に対し紙媒体の冊子を作製して配布をおこない、各社内で回覧される

などして活用された。また、関係団体の図書施設にも配布するなど情報提供

活動をおこなった。 

 

（2）報道機関への情報提供活動 

当工業会の業界活動に関して、随時、業界紙及び専門雑誌等の報道機関、 

出版社への情報提供に努めるとともに、更なる浸透を図っていくため、理事

長会見（７月、日刊自動車新聞の機械工具特集）や年頭所感の機会等を活用

して理事長メッセージの発信強化に努めた。 

令和６年１月には、ファクトリージャーナル誌よりＤＸ化に関する取材

を受け、その内容がＷＥＢ記事に掲載された。（「参考資料１４」参照） 

 

（3）ホームページ等による情報提供 

工業会の組織、会員、事業報告及び決算状況に関する情報のほか、生産、

輸出等の諸統計、調査結果を公開した。また、関連バナーの増設、トピック

スに日刊自動車新聞やＮＨＫニュース記事の見出し・リンク集の掲載をお

こない、情報発信の充実を図った。 

  

（4）大型車車輪脱落防止のための日頃の点検・整備の重要性についての周知 

国土交通省にいる「車輪脱落防止キャンペーン」の趣旨に基づき、工 
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具機器分科会及びタイヤ整備分科会メンバーへ以下のチラシを２万枚と

ポスター２００枚を配布し安全啓蒙周知活動に引き続き協力した。（再掲） 

 

（5）工業会商標「JAMTA」マークの活用 

工業会の認知度の一層の向上及び工業会会員であることの企業イメー

ジアップを目指して、工業会の商標登録である「JAMTA」マークの積極

的活用のため、関連印刷物及び名刺広告を通じて業界紙にマークの掲載を

おこなった。 

 

１０ その他の事業 

（1）生産物責任保険（ＰＬ保険）への付保（「参考資料１５」参照） 

    会員からの加入申し込みを受け、工業会でとりまとめて、より低い料率

でＰＬ保険を付保した。 

 

（2）イベント後援・協賛 

① 「人とくるまのテクノロジー展 2023」（自動車技術会） 

令和５年５月２４日（水）～２６日（金）  

パシフィコ横浜（神奈川県横浜市） 

② 「第 21 回学生フォーミュラ日本大会 2023」（自動車技術会） 

令和５年８月２８日（月）～９月２日（土） 

エコパ 小笠山総合運動公園（静岡県掛川市 / 袋井市） 

③ 「FUKUOKA MOBILITY SHOW 2023」（実行委員会） 

令和５年１２月２２日（金）～２５日（月） 

マリンメッセ福岡（福岡県福岡市） 

④ 「第21回国際オートアフターマーケットEXPO2024」（実行委員会） 

令和６年３月５日（火）～７日（木） 

東京ビッグサイト（東京都江東区） 

 

（3）その他 

① 永年勤続優良従業員表彰 １１名 （「参考資料１６」参照） 

② 令和５年１１月２９日（水） 二団体懇親ゴルフ大会 会員６名参加 

③ 令和６年１月５日（金） 自動車関係５団体新春賀詞交歓会 

会員１１名参加 

④ 令和６年１月１２日（金） 自動車機械工具二団体新年賀詞交歓会 

会員５５名参加 

⑤ 令和６年２月１４日（水） 二団体執行部懇談会 ７名参加 
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１１ 会議の開催状況（「参考資料１７」参照） 

 

（1）通常総会 

令和５年５月３０日（火） 

 

（2）理事会 

第１回 令和５年４月２６日（水） 

第２回 令和５年７月２６日（水） 

第３回 令和５年１２月１５日（金） 

 

（3）監事監査 

令和４年度決算監査 令和５年４月１９日（水） 

令和５年度中間監査 令和５年１２月７日（木） 

 

（4）委員会、分科会の開催数 

(ア) 総務委員会 ２回 

ニュース便覧編集会議 １０回 

(イ) 国際委員会 ３回 

(ウ) 技術委員会 ２回 

（分科会等） 

故障診断分科会 ５回 

 


